
 

 

 令和2年 7月 10日から、自筆証書の遺言書は法務局で保管する制度が開始され、保管されている自筆証書の遺言書

については検認手続きが不要となります。「法務局における自筆証書遺言書保管制度について」（令和2年6月 18日：

法務省民事局商事課）から、新たに明らかとなった事項を中心に自筆証書遺言の活用法を検証します。 

遺言書の様式については、Ａ4サイズとし、片面に記載し、すべての用紙にページ番号を記載するなど注意事項がＨＰ

で公表されました。 

 

なお、遺言者等の住所等の変更があった場合には、速やかに遺言書保管所（保管されている法務局以外の遺言書保管所

に届出することができます。）にその旨を届け出なければならないとされています。 

（文責：山本和義）  
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